第307回定例兵庫県議会　一般質問原稿
質問日：平成22年12月９日（木)

質問者：  小　西　隆　紀

皆さんおはようございます。

さて、NHK年末スペシャルドラマ「坂の上の雲」第2部の放送が始まりました。また、今年の大河ドラマは「龍馬伝」でした。幕末から明治期にかけてのダイナミズムを毎週楽しみにしておられた方も多々あると思います。

歴史上、こういった激動のうねりは、必ず地方から起こっております。
今月１日、井戸知事が「地方分権改革の突破口」と位置づけておられる『関西広域連合』が設立されました。いよいよ本格的な『地方分権時代』の幕開けです。

『地方分権』とは、中央政府の役割を「外交・安全保障」などに特化し、地方でできることは地方に移譲し、地方は、その地域を幅広く自主的に運営しなければならないということです。そこでは、それぞれの地域の経営能力が試されることになります。

そこで、私は、今回の一般質問の大テーマを
『来たるべき分権社会に備え、足腰の強い基礎自治体を創り上げるために』

とし、以下５項目６問についてお尋ねいたします。

質問の第1は、
市町と一体化した将来への展望が見える地域づくりの推進について
であります。

新行革プランによる地方機関の見直しによって、篠山庁舎は、昨年４月、５事務所体制から２事務所体制(土地改良事務所と教育事務所)へと再編されました。

　今回発表された第２次新行革プラン(第一次案)によると、新たに事務所等の再編として、土地改良事務所と農林水産振興事務所の統合が挙げられておりますが、当面は現在の機能が維持されるものと考えているものの、教育事務所の見直し検討と合わせ、将来的には、篠山庁舎の機能縮小、更には庁舎そのものの廃止も視野に入ってきたのではないかと懸念しています。

このままでは住民に将来への不安を与えかねないことから、この庁舎や周辺施設の有効活用方策や篠山市における農業拠点の整備に向けた思い切ったプランを合わせて提示する必要があるのではないかと考えます。

　この篠山庁舎隣接地には、憩の宿“新たんば荘”や “篠山スポーツセンター”更には、県立篠山産業高校生活科の広大な農場があります。

篠山スポーツセンターは、平成16年度の県行革で篠山市に施設が移譲されたものの底地は未だ県有地であります。
県立篠山産業高校には、農業に関する学科として、本校に生活科があります。同高校には分校である東雲校にも農業科があり、来年４月に単独校として独立する予定となっています。

また、新たんば荘は、今回の行革の公社等見直しにおいて新たな法人へと経営の移管が検討されており、篠山庁舎とその周辺施設は、その活用方向も含め、今後さらに注目を集めることになると思います。

そのようななか、篠山市においては、市長自らが先頭となって日本一の農業の都『農都』を宣言し、市の基幹産業である農業の発展振興を図るとともに、人口増加対策として『ふるさと篠山へ帰ろう住もう運動』も展開中です。

　先に述べた県立篠山産業高校東雲校は単独校として独立するも、１学年１学級の小規模校であることに変わりはなく、同校を将来において存続させるためには、農業の担い手育成のみならず、研究機関としての機能充実が不可欠です。仮に、県立篠山産業高校の生活科を東雲校に統合し、食品加工等の分野を充実させて学校の足腰を強化すれば、生徒確保にも道を開くとともに地域の農業の６次産業化の礎づくりにも資すると考えます。
昨年の事務所再編に伴い、篠山農業改良普及センターが丹波県民局内の丹波農業改良普及センターに統合再編され、その補完措置として、JA丹波篠山内に篠山地域普及所が新たに設置されました。普及活動や相談業務に関しては、統計的には概ね従来とは変わっていないとのことですが、一方で、現場の農業者の間では、以前よりもサービスが低下したとする意見も多く聞かれます。　　　　　　　　　　　　

これは、身近にあった拠点が、物理的に遠ざかったという心理的な要素もあるのではないでしょうか。
新・東雲校を中心に、県や市の農業関連機能の集約を図ることができれば、このような心理的要因の軽減に繋がるとともに、農都篠山の拠点となり得、地域の活力向上に資するものと考えます。

また、東雲校と生活科が統合することによって、現在、生活科が実習等で使用している篠山庁舎隣接の広大な農地は不要となり、他の目的に利用可能となります。

篠山庁舎周辺は医療施設、教育施設、交通の便等々、生活環境も良好であることから市外からの移住者も多く、既に宅地化が進んでいます。

これらの観点からも、宅地と連動する広大な県有地は、『ふるさと篠山へ帰ろう住もう運動』にも大きく貢献できるものであり、庁舎とその周辺の広大な県有地の活用法や関連諸政策を提示することは、地域への将来展望の提示に繋がり、ひいては県の行革も地域に受け入れやすくなるのではないかと考えます。

このような状況を総合的にとらえ、将来を見込んだ大きなグランドデザインを提示するためには、県と市がきめ細かく情報を交換し、また、組織内での縦割り的な計画をなくすことが重要であり、県としても地域の状況に応じた支援を行っていただきたいと考えますが、ご所見をお伺いします。
質問の第2は、

鳥獣害対策について　であります。
　
ほぼ計画通り捕獲しても、一向に軽減しないシカをはじめとする獣害。
本年度は、捕獲目標を2万頭から3万頭に拡大したところですが、天候不順の影響等により捕獲が目標通り進んでいないようであります。
９月定例会補正予算関連質問の答弁にもあったように、追加した１万頭の捕獲については、県が主体的に行うこととし、シカ捕獲目標頭数が多い６県民局に「シカ捕獲対策チーム」を設置して捕獲体制を強化するとともに、猟友会の協力を得て「シカ捕獲専任班」の編制等を進めているところです。

これにより、平日も計画的に捕獲活動を行って５千頭を捕獲することとし、狩猟者が行う狩猟期間中のシカ捕獲に対してｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを喚起するため、狩猟者ごとに捕獲頭数に応じて支給する報償金制度も始められたほか、鳥獣保護区内でのわなによる捕獲等について特区申請も行っていると聞いています。

何れにしても、最終的には県猟友会の皆さんに頼らざるを得ない状況であります。

その県猟友会は、会員の６割以上が60才以上であり、急速に高齢化が進んでいるなか、猟銃所持の許可更新時における技能講習等の義務付けにより、その煩わしさから、免許更新を諦める者が続出すると見込まれています。
その結果、現在約2,900人の会員が、３年後には約1,000人にまで減少するのではないかと危惧されています。

シカの頭数は年々増え、捕獲目標も年々増加する中で、その担い手である、猟友会の会員数が３年後に半減するのではないかと危惧される状況では、政策の矛盾と言われても仕方がないのではないでしょうか。

一人前の狩猟者になるまでには、やる気のある人でも、少なくとも２～３年の経験が必要であると聞きます。この際、長期的な視野に立って人材育成に本腰を入れなければ、獣害の軽減には到底繋がらないものと思います。

以前、河合雅雄先生が「国防というものは、なにも外国から国を守るというものだけじゃない。自然環境や生態系を管理し、守っていくのも国防の大きな役割だ」「そこにしっかり目を向けないと、国は内側から崩れていく」と仰っていました。

我が国には、『新たに雇用する必要もなく、若くて体力があり、集団の規律もあり、銃も撃てる。なにより国を守るという意識が高い』、自衛隊という国防を担う立派な組織があります。

篠山市内の県道301号線の一部は、自衛隊により工事が行われ、今でも自衛隊道路と呼ばれています。
この様に、これまでも自衛隊は道路や河川整備等に従事し、災害時のみならず、平時においても国土を内から守っていた経緯があります。
ブッシュ前大統領が、名指しこそしなかったものの「国内で食料を自給できない国ほど、危うい国はない」と、我が国を意とした発言をしたそうでありますが、国の安全保障の要である食糧生産は、懸念があるTPPで壊滅するよりも先に、SIAつまり、シカ、イノシシ、アライグマで崩壊するのではないでしょうか。

また、現在、県では、銃による夜間捕獲等が可能となるよう、国に対して特区の申請もしていただいていると聞いています。この夜討ちについては、農業者からも実現を強く求める声があり、先の決算特別委員会において、我が会派の石堂議員の質問でもふれられたように、その効果には大いに期待がよせられるところです。
しかし、一方で、その担い手となるであろう猟友会の皆さんからすると、万が一の場合、猟友会が多大な責任を追及されるのではないかとの危惧があり、強い反対の意志があるとも聞いています。

地域の山林地形を知り尽くしている猟友会は山のプロと呼ぶべき団体です。
これは、石川県警等が猟友会と山の遭難者捜索及び情報の提供に関する協力協定を締結していることからも分かります。

今から14年前、北朝鮮の潜水艦１隻が韓国沿岸で座礁するという事件が起こりました。この潜水艦の乗組員26人が上陸して山中に逃亡を図り、韓国軍は、これら侵入者の捜査に、延べ６万人を動員し、50日に及ぶ山中での掃討作戦を行ったとされています。

最近の朝鮮半島の緊迫した状況を鑑みますと、同様の事態が日本国内で発生しないとも限りません。「山のプロ」である猟友会会員の減少は、貴重な情報集積集団の衰退とも言えます。

鳥獣害対策への自衛隊の投入は、国土の情報収集の意味も含め、その訓練にも資するものと考えます。

何れにしても、県内の鳥獣害は甚大で、もはや災害といってもいい状況であり、その対策について、そろそろ自衛隊の協力を真剣に考えてはどうでしょうか、ご所見をお伺がいします。

質問の第3は、

真に必要な　篠山市域におけるインフラ整備について　　であります。
　はじめに、国道372号「丹南バイパス」早期着工　についてお伺いします。
国道372号は、京都と姫路を結ぶ幹線道路であり、阪神・淡路大震災の折には、神戸方面を迂回する道として、その物流機能が大きく役立ちました。
現在では、京都府内の区間も大変整備され、府県境の天引トンネルや篠山市内の日置バイパスの開通などによって、その機能は震災当時よりも格段に向上しています。

篠山市内で残された丹南バイパスは、社会基盤整備プログラムにおいて重点的に取り組む箇所として位置づけられており、早期完成が待たれるところであります。
このうち、波賀野地区内は、両側に人家が連たんして道幅が非常に狭く、普通車同士のすれ違いも難しいような状況となっており、この間だけでも、早急にバイパス化すべきであります。
今後予想される南海、東南海地震発生時には、阪神地域のう回路として東西を結ぶ物流機能の確保にも資することになる国道372号波賀野地区のバイパスを早期に着工すべきと考えますが、ご所見をお伺いします。

続いて、高速無料化に伴う交通量増加に対する道路整備について
であります。
今年６月から高速道路無料化社会実験が始まりました。近畿圏内の対象路線は、篠山市内を縦走する舞鶴若狭自動車道と、篠山市と隣接する南丹市、京丹波町を縦走する京都縦貫自動車道です。
これら無料化の効果もあり、この秋に篠山市を訪れた観光客数は過去最高となると予想されています。

丹南篠山口インターチェンジ周辺の一般道は、従前から、年に数回、篠山市内でのイベント開催日などには渋滞が起こっていましたが、今回の無料化によって、特に休日や通勤時間帯は、慢性的に渋滞が発生しており、加えて、騒音問題等で周辺住民の生活にも大きな影響を及ぼしています。

このように、篠山市内の交通量は明らかに増加しており、大型車通行禁止になっている県道篠山山南線黒田地区内など、篠山市街へアクセスする道路の未改良区間の整備が、これまで以上に求められています。

そこで、篠山市内の交通量増加に対し、これらの道路整備を県としてどのように進めようとされているのか、ご所見をお伺いします。
質問の第4は、

木造校舎の耐震化促進について　であります。
文部科学省によると、今年４月１日時点の全国公立小中学校の耐震化率は73.3％で、昨年度調査と比べ6.3ポイント増加したとのことです。これは、平成20年の法改正により、Ｉｓ値0.3未満の建物については、国の費用負担が２分の１から３分の２に増えたことで自治体の取り組みが進んだものと分析されています。

　
一方、震度６弱以上で倒壊する危険性が高い建物は、数字を出し始めた平成20年に比べて３千棟以上減っているものの、なお全国で約7,500棟残っているといわれております。
政府の方針では、危険性の高い建物の耐震化は平成24年度末までに終えることになっており、文部科学省は自治体に早急な対応を求めています。 

校舎の耐震性をめぐっては、多くの児童生徒が校舎の下敷きになって亡くなった平成20年５月の中国・四川大地震を受け、地震防災対策特別措置法により耐震診断と結果の公表が義務づけられましたが、木造校舎においては、耐震基準はあるものの明確な耐震診断方法が存在しないため、耐震診断が進んでいないのが実情です。

その判断基準を明確するため、県と防災科学技術研究所、神戸大学が共同で、本年11月、三木市の実大３次元震動破壊実験施設（Ｅ‐ディフェンス）を使って、木造校舎の震動実験を初めて実施されました。

県内では、篠山市や西脇市など５市で計15棟の木造校舎が使用中です。その内７棟が篠山市内にあり、うち５棟が篠山小学校という状況です。

つまり兵庫県下の木造校舎の３分の１は、篠山小学校だということです。これでは、万が一の時、校舎倒壊による県下での人的被害が篠山市に集中する可能性があります。
小中学校の耐震化については、市町が主体ではありますが、木造校舎が世代を超えて大切に使い続けられることは、建築物としての文化的歴史的価値は勿論、地域の人々の心をつなぎ、子どもたちの「もの」を大切にするという心を育てる教育的側面からも有効であると思われます。

木造校舎の耐震化の促進について、県としてどのように認識し、市町の改修を支援しようとしておられるのか、ご所見をお伺いします。

質問の最後は、
道徳教育の浸透についてです。

今年は「教育勅語」が発せられた明治23年から、ちょうど120年目にあたります。

120年前の当時の日本は、道義不在、功利一辺倒、教育の荒廃、家族観の変化など、現代の日本と同じような状況であったといわれています。

「教育勅語」というと、それだけで拒否反応を起こされる方もおられますが、あえてその中の「12の徳目」について、話をしたいと思います。

親に孝養をつくしましょう（孝行）、兄弟・姉妹は仲良くしましょう（友愛）、夫婦はいつも仲睦まじくしましょう（夫婦の和）、友だちはお互いに信じあって付き合いましょう（朋友の信）、自分の言動をつつしみましょう（謙遜）、広く全ての人に愛の手をさしのべましょう（博愛）、勉学に励み職業を身につけましょう（修学習業）、知識を養い才能を伸ばしましょう（知能啓発）、人格の向上につとめましょう（徳器成就）　広く世の人々や社会のためになる仕事に励みましょう（公益世務）、法律や規則を守り社会の秩序に従いましょう（遵法）そして、義勇が、いわゆる12の徳目です。
このうち、最後の義勇は一部に議論があるところでありますが、その他の内容は、広く一般的に当たり前のことで、これが「教育勅語」と言われなければその内容は何ら問題視されることはないと思います。

戦後復興、その後の高度経済成長を先頭に立って引っ張ってこられた世代の方々は、基本的には、広く社会的価値観としてこの教育方針で育ってこられたのではないでしょうか。
この価値観こそが、戦後我が国の復興、成長に大きく寄与したことは間違いのないことでしょう。

人間形成の過程におけるその時々の集団生活において、一般的な価値観として教えられてきたものが、戦後、その教育の主体が、それぞれの学校や地域、各家庭に大きく委ねられた結果、それぞれの価値観に温度差が生じ、また世代を重ねるに従って、どんどん曖昧なものになってしまっているのではないでしょうか。

12の徳目の最初の３徳は、「家族のあり方」であります。親孝行をし、兄弟仲好く、夫婦仲睦まじく、この何れも至極当たり前のことが曖昧になれば、家族、家庭そのものが崩壊してきます。

「犬」が父親の奇妙な家族のコマーシャルがテレビで頻繁に流れ、ＣＭの好感度調査では毎年トップの結果が出ています。
家族の大切さ等々をいくら言っても、世の中このような状態であります。かつて一般的な家族形態であった、サザエさんの磯野家のような家族形態は、もはや過去の遺物になりつつあります。

その「家族のあり方」の３つの徳目に続くのは社会的徳目です。これら社会的価値観、道徳観の崩壊は、日本の社会そのものの崩壊に繋がるのではないでしょうか。

９月定例会で我が会派の黒川議員が紹介された自衛隊機墜落事故に関して、現場近くの狭山ヶ丘高等学校の校長が、同校の学校通信に所感を掲載しておられます。

国会など、色々なところでも紹介されていますが、その一部を紹介すると、
「百メートル上空で脱出すれば、彼らは確実に助かったでしょうが、その場合残された機体が民家や学校に激突する危険がありました。彼らは、助からないことを覚悟した上で、高圧線にぶつかるような超低空で河川敷に接近しました。そうして、他人に被害が及ばないことが確実になった段階で、万一の可能性に賭けて脱出装置を作動させたのです。死の瞬間、彼らの脳裏をよぎったものは、家族の顔でしょうか。それとも民家や学校を巻き添えにせずに済んだという安堵感でしょうか。他人の命と自分の命の二者択一を迫られたとき、迷わず他人を選ぶ、この犠牲的精神の何と崇高なことでしょう。皆さんはどうですか。このような英雄的死を選ぶことができますか。私は、おそらく皆さんも同じコースを選ぶと思います。私も必ずそうするでしょう。実は、人間は、神の手によって、そのように作られているのです。
『人間はすべてエゴイストである』というふうに、人間を矮小化、つまり実存以上に小さく、卑しいものに貶めようとする文化が今日専らです。しかし、そうではありません。人間は本来、気高く偉大なものなのです。人は、他人のために尽くすときに最大の生き甲斐を感ずる生き物です。他人のために生きることは、各人にとり、自己実現にほかならないのです。」とし、次のように結んでいます。

「国家や社会に取り、有用な人物になるために皆さんは学んでいます。そのような人材を育てたいと思うからこそ、私も全力を尽くしているのです。」と。

まさに、教育者としての職人気質を感じます。
よく言われることですが、毎朝の洗顔などは、「昨日洗ったから、３日前に洗ったから、今日は洗わなくていい」と言うものではありません。毎朝、顔を洗うという行為は、単に清潔を保つということだけでなく、精神論的な意味も含んでいます。

それと同様、この基本的な徳目は日々、生活の中で繰り返し繰り返し、学び、確認し、その価値観を醸成することこそが教育の原点であると私は思います。

学校教育のみならず、生涯を通した社会教育等の分野において、これらの価値観を改めて見直すべき時にきているのではないでしょうか。

私は、完璧な人間などは存在しないと思います。しかし、理想の人間像を示し、それに向かって日々を過ごしてきた日本人の生き方、また、そのような人間を生み出し続けてきた日本の社会こそが、我が国の資源であり、世界に冠たる科学技術・文化を生み出してきた、その源であると思います。

教育の原点ともいうべき道徳教育を県下にあまねく普及浸透させるため、市町の教育委員会とも連携しながら、県教育委員会としてどのように取り組んで行かれるのか、教育長のご所見をお伺いします。
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